













































































○「債権篇通則草稿」（1957年 1 月 7 日全国人民代表大会常務委員会弁公庁研究室
（５）
）
















○「債権債務の通則第二次稿（別案）」（1959年 1 月 9 日
（７）
）












380　　早法 92 巻 3 号（2017）
「（第 1 編総則、第 2 編財産所有権、第 3 編契約、第 4 編労働の報酬及び奨励）第 5 編











「（第 1 編総則、第 2 編財産所有権、第 3 編契約）第 4 編権利侵害に基づく損害責任







「（第 1編任務及び基本原則、第 2編民事上の主体、第 3編財産所有権、第 4編契約、第









「（第 1編民法の任務及び基本原則、第 2編民事上の主体、第 3編財産所有権、第 4編契












































































































































































































































































































































































































































（25）　名古屋地判平23・ 2 ・ 8 判時2109号93頁は、自閉症・全聾の女性Y 1 が Xを突き飛ば
し転倒骨折させた損害の賠償責任について、「道義的にはY 1 において何らかの損害負担を
することが望ましいものである。」と付言するが、Y 1 とその親Y 2 の不法行為責任を否定
している。
















































































































探索1987年 3 期50頁、劉士国「論侵権損害的公平責任原則」法律科学1989年 2 期39頁、蒋頌
平「『公平責任』原則応是独立的帰責原則」人民司法1989年 7 期25頁、李明発「関於公平責
任原則若干問題的探討」法律科学1990年 3 期60頁、孔祥俊「論侵権行為的帰責原則」中国法























































自動車側が負う全損害額の10％を超えない賠償責任（道路交通安全法76条 1 項 2 号後段参
照）が、その典型例であるとされる（前掲注（33）王成書45頁以下、53頁以下参照））。











































































































































































































































































































の問題に関する解釈」（法釈［2001］ 7 号、2001年 3 月 8 日公布・同年 3 月10日施行
─文補）は、社会公共の利益、社会の公共道徳に違反し、他人の人格上の利益
を侵害して不法行為を構成する場合、被害者は、精神的損害の賠償を請求できる




























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































AX 1 X 2 Y が、各自家を建てるためにレンガ焼きを互いに手伝う約束をし、Yのため
のレンガを焼いていたところ突然の大雨で竈の戸が倒壊し、A死亡、X 1 重傷、X 2 軽










































4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
の仕方が重要であり、さらにい
えば、類型Ⅲ・Ⅳでは、β）侵害防止義務の基礎となるXY間の関係
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
が重要であ
り、類型Ⅴ・Ⅵ・Ⅶでは、γ）侵害防止義務の基礎とまではならない
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
XY間の関



























は、以上のほか、日常生活の中の偶然的な事故（［ 1］～［ 5 ］）と、責任無能力者の責任、
その監督義務者の責任（軽減可能）（［28］～［32］）を挙げる。




































































神的損害を 1審は0.3万元を認容、 2審は棄却。…… a）
【22】上海市長寧区人民法院（2012）長少民初字第40号民事判決：Y 1 小学校 5年
のハンドボールの練習試合でY 2 が Xの靴紐を踏んでXが転倒・負傷。Xが










































































































とる保護義務を負うとし、Y 1 と、上級生のうちキャプテン 1名、Aの搬送を指



























決：X（制限行為能力者）がY 1 の唆しに従いY 2 らと共にAに硫酸を掛けて


















































































































































































































































































































































質問 4：王軼教授は、権利侵害責任法23条後段、同法24条、31条中段、32条 2 項
前段、33条 1 項後段、87条はいずれも、債権債務の発生原因である契約、不法行
為、事務管理、不当利得と並ぶ、法定補償義務に基づく法定債権債務であると
し、公平責任を不法行為に基づく損害賠償責任概念の中に留めざるを得ない公平
責任原則と比べ、法定補償義務説がより優れている
（73）
と、主張する。このような見
解をどう見るか。
〔中国側回答〕
〈王成〉
　王軼教授が、法定補償義務という類型を提起したことは、非常に示唆に富んで
（73）　王軼「作為債之独立類型的法定補償義務」法学研究2014年 2 期116頁参照。
研究会報告（文）　　439
いる。ただ、王軼教授の論文で列挙されているように、法定補償義務の前提はや
はり、法律の明文規定が存することである。公平責任原則の適用範囲は、法律の
明確な列挙による制限を受けない。その適用要件を満たしたとき、適用するか否
かは、完全に裁判官が決めることになる。そのため、公平責任原則は、裁判官に
対する授権条項である。
〈張愛軍〉
　私は、王軼教授がこのように考えていることは、適切でないと考える。
　王軼教授が理解している法定補償義務に基づく法定債権債務であれ、権利侵害
に基づく損害賠償責任における損害分担ルールであれ、行為者の被害者に対する
損害賠償は事実上、権利侵害責任法の矯正的正義の現れであり、当該法定補償
は、権利侵害責任法の配分的正義の現れであって、両者はいずれも、中国権利侵
害責任法において認められた債権債務の発生原因であり、ともに、被害者の受け
た損害に対する救済機能を表している。しかし、民法における事務管理制度、不
当利得制度ないし権利侵害に基づく損害配分制度等は、同問題を解決するうえで
未だ制約があり、被害者が補充的地位に置かれている適切な補償責任は、被害者
のすべての損害を填補しかねず、配分的正義を実現するには、依然として公権力
機関による補償等の社会の全体的救済メカニズムによって推し進めなければなら
ない。そのため、利益衡量および救済の完全性において、実質的平等を追求する
公平責任は、法定補償義務説と比べ、利益の分担においてより妥当である。
〈亓培氷〉
　私は、上記列挙の債権債務の発生原因には、法律の明文規定があり、且つ、そ
れらは、賠償義務以外の補償義務に属しているため、法定補償義務の独立類型と
して位置付けることができないわけでもないと、考える。しかし、一般的には、
上記の責任形態自体は、公平責任から発展変化してきたものであり、それは、公
平責任の具体的類型であって、その本質において、公平責任に属している。その
ため、私は、上記の法定補償義務を公平責任の責任類型として位置付けることに
賛成する。
＊この場をお借りして、本研究会参加者一同、小口彦太先生が古稀をお迎えられ
ましたことを心よりお祝いし、益々のご健勝を祈念いたします。
